
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 19¶335¶151¶084 25¶657¶806 ` 19¶360¶808¶890 7¶541¶236¶998 630¶430¶521 32¶720¶087 ` 32¶720¶087 11¶786¶851¶805

構 築 物 888¶821¶632 ` ` 888¶821¶632 446¶978¶172 44¶434¶114 4¶596¶545 ` 4¶596¶545 437¶246¶915

２．金融商品の時価に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\ 投資有価証券及び有価証券

満期保有目的債券（＊２） 249¶969¶167 250¶365¶000 395¶833

] 現金及び預金 1¶832¶560¶776 1¶832¶560¶776 `

^ 長期借入金（＊３） （4¶342¶571¶200） （4¶324¶822¶446） （� 17¶748¶754）

_ 長期未払金（＊４） （1¶689¶222¶740） （1¶681¶618¶257） （� 7¶604¶483）

` 未払金（＊５） （994¶581¶275） （994¶581¶275） `

（＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（＊２）投資有価証券及び有価証券については、１年内償還予定額を含んでおります。
（＊３）長期借入金については、１年内返済予定額を含んでおります。
（＊４）長期未払金はリース債務であり、１年内支払予定額を含んでおります。
（＊５）未払金については、１年内支払予定リース債務は除いております。

×．賃貸等不動産に関する事項
当法人は、本学敷地内に学生寮及びゲストハウスを有しております。この賃貸等不動産の貸借対
照表計上額、当期増減額及び時価は次のとおりであります。 （単位：円）

貸 借 対 照 表 計 上 額
当期末の時価

前 期 末 残 高 当 期 増 減 額 当 期 末 残 高

3¶299¶187¶556 � 54¶797¶243 3¶244¶390¶313 2¶997¶630¶836

（注１）貸借対照表上計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額であります。

（注２）当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりであります。
取得等による増加（学生寮１～８号棟） 40¶439¶056円
減価償却による減少（学生寮全棟、ゲストハウス） 95¶236¶299円

（注３）当期末の時価は、路線価による相続税評価額及び建設工事費デフレーターに基づいて当
法人で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

また、賃貸等不動産に関する平成25年３月期における収益及び費用等の状況は次のとおりであり
ます。 （単位：円）

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用 そ の 他
（売却損益等）

78¶904¶500 （91¶602¶218）
138¶546¶448

`

~ 賃貸費用に含まれる損益外減価償却相当額については、（ ）に内数で示しております。
Ø．重要な後発事象
該当事項はありません。
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} 算定方法
当該資産の稼働率の下落率の割合を乗じて算出しております。

※１ 使用価値相当額を使用した理由
西ノ京宿舎の土地は独立行政法人国立高等専門学校機構奈良工業高等専門学校との共有
地であり、売却を想定していないこと、及び現在も職員宿舎として使用しているため、正
味売却価額ではなく、使用価値相当額を回収可能サービス価額として使用しております。

Õ．重要な債務負担行為
該当事項はありません。

Ö．金融商品に関する事項
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金及び国債に限定し、資金調達については金融機関から長期
借入を行っております。
資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基
づき、国債を保有しており、株式等は保有しておりません。
長期借入金の使途は、借地であった大学用地を取得するためのものであり、文部科学大臣の事
前承認に基づいて借入れを実施しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法
\ 投資有価証券及び有価証券
これらの時価については、日本証券業協会が公表している公社債店頭売買参考統計値に
よっております。なお、有価証券の中に含まれる譲渡性預金については、短期間で決済さ
れるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

] 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

^ 長期借入金及び_ 長期未払金
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は、リース取引を行っ
た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法により算定しております。

` 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。
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